７　労働時間制度等
　（１）変形労働時間制
　　　変形労働時間制を「導入している」事業所は58.8％で、現在は導入していないが導入を予定している事業所は3.8％となっている。

　　　産業別にみると、「導入している」事業所の割合が最も高いのは「建設業」で70.9％となっており、次いで「運輸業」が67.1％、「製造業」が62.4％となっている。

　　　規模別にみると、「導入している」事業所の割合が最も高いのは「100～299人」で77.6％となっており、次いで「50～99人」の70.1％、「30～49人」の58.0％、「10～29人」の55.4％となっている。
　　　制度別にみると、「１年単位の変形労働時間制」を導入している事業所が46.7％、「１か月単位の変形労働時間制」が14.4％、「1週間単位の非定型的変形労働時間制」が1.6％、「フレックスタイム制」が3.2％となっている。（図7－1、表7－1、図7－2、表7－2）

　　図７－１　産業別、規模別の変形労働時間制の導入状況
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　　表７－１　産業別及び規模別の変形労働時間制導入の有無

　　　　　[image: image2.emf]（単位：％）

導入予定あり 導入予定なし

調 査 計 58.8 41.2 3.8 37.4

　建 設 業 70.9 29.1 1.4 27.7

　製 造 業 62.4 37.6 2.7 34.9

　情報通信業 44.0 56.0 0.0 56.0

　運 輸 業 67.1 32.9 4.7 28.2

　卸売業,小売業 50.3 49.7 4.1 45.7

　金融業,保険業 14.3 85.7 0.0 85.7

　飲食ｻｰﾋﾞｽ業,宿泊業

47.1 52.9 17.6 35.3

　サ ー ビ ス 業 48.0 52.0 6.7 45.3

　10～29人 55.4 44.6 3.7 40.9

　30～49人 58.0 42.0 5.8 36.3

　50～99人 70.1 29.9 2.1 27.8

　100～299人 77.6 22.4 2.0 20.4

区　　　分 導入している 導入していない


　　図７－２　変形労働時間制の制度導入状況
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　　表７－２　産業別及び規模別の変形労働時間制の導入内容（複数回答）

[image: image4.emf]（単位：％）

導    入

している

導     入

予定あり

導    入

している

導     入

予定あり

導    入

している

導     入

予定あり

導     入

している

導     入

予定あり

調 査 計 46.7 2.0 14.4 2.3 1.6 1.0 3.2 1.3

　建 設 業 65.5 0.5 12.7 1.4 1.4 0.9 0.9 0.5

　製 造 業 56.7 1.9 6.7 1.1 0.8 0.3 3.0 0.8

　情報通信業 28.0 0.0 12.0 0.0 0.0 0.0 24.0 0.0

　運 輸 業 51.8 3.5 24.7 3.5 1.2 1.2 4.7 1.2

　卸売業,小売業

36.0 2.0 14.7 3.0 2.0 0.5 2.5 3.0

　金融業,保険業

0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

　飲食ｻｰﾋﾞｽ業,宿泊業

14.7 2.9 32.4 8.8 8.8 11.8 0.0 5.9

　サービス業 22.9 3.4 24.0 3.9 2.2 1.1 4.5 1.1

　10～29人 44.3 2.1 13.4 1.7 2.3 1.1 2.7 1.6

　30～49人 45.6 2.7 14.6 4.0 0.9 0.4 2.2 0.9

　50～99人 54.2 0.0 17.4 2.8 0.0 0.7 4.2 0.7

　100～299人 65.3 2.0 18.4 2.0 0.0 2.0 12.2 2.0

1週間単位の非定型的

変形労働時間制

フレックスタイム制

区　　　分

1年単位の

変形労働時間制

１か月単位の

変形労働時間制



　（２）裁量労働制
　　　裁量労働制を「導入している」事業所は2.6％で、現在は導入していないが導入を予定している事業所は1.3％となっている。

　　　制度別にみると、「専門業務型裁量労働制」を導入している事業所が2.3％、「企画業務型裁量労働制」が0.6％となっている。（図7－3、表7－3、図7－4、表7－4）

　　図７－３　産業別、規模別の裁量労働制の導入状況
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　　表７－３　産業別及び規模別の裁量労働制導入の有無
　　　　　　[image: image6.emf]（単位：％）

導入予定あり 導入予定なし

調 査 計 2.6 97.4 1.3 96.2

　建 設 業 2.3 97.7 2.7 95.0

　製 造 業 1.9 98.1 1.1 97.0

　情報通信業 28.0 72.0 0.0 72.0

　運 輸 業 0.0 100.0 0.0 100.0

　卸売業,小売業 2.5 97.5 1.5 95.9

　金融業,保険業 0.0 100.0 0.0 100.0

　飲食ｻｰﾋﾞｽ業,宿泊業

0.0 100.0 0.0 100.0

　サービス業 2.8 97.2 0.6 96.6

　10～29人 3.0 97.0 1.4 95.6

　30～49人 1.8 98.2 0.0 98.2

　50～99人 2.1 97.9 1.4 96.5

　100～299人 2.0 98.0 4.1 93.9

区　　　分 導入している 導入していない


　　図７－４　裁量労働制の制度導入状況
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表７－４　産業別及び規模別の裁量労働制の導入内容（複数回答）
　　　　[image: image8.emf]（単位：％）

導    入

している

導     入

予定あり

導    入

している

導     入

予定あり

調 査 計 2.3 1.2 0.6 0.5

　建 設 業 1.4 2.7 0.9 0.5

　製 造 業 1.6 0.8 0.3 0.8

　情報通信業 28.0 0.0 0.0 0.0

　運輸業 0.0 0.0 0.0 0.0

　卸売業,小売業 2.5 1.5 1.5 1.0

　金融業,保険業 0.0 0.0 0.0 0.0

　飲食ｻｰﾋﾞｽ業,宿泊業

0.0 0.0 0.0 0.0

　サービス業 2.8 0.6 0.6 0.0

　10～29人 2.7 1.4 0.9 0.6

　30～49人 1.8 0.0 0.0 0.0

　50～99人 1.4 1.4 0.7 0.7

　100～299人 2.0 2.0 0.0 2.0

区　　　分

専門業務型

裁量労働制

企画業務型

裁量労働制


　（３）休暇・休業制度の導入及び休暇取得促進の取組
　　　取組の状況は、「育児休業制度の就業規則等での明文化」は51.5％、「年次有給休暇の計画付与（労使協定による）」は22.9％、「年次有給休暇取得促進の取組」は22.4％、「短時間正社員制度」は14.2％、「教育訓練休暇」は7.4％、「リフレッシュ休暇」は5.5％、「ボランティア休暇」は1.6％が実施済みとなっている。

　　　また、現在は導入及び取組をしていないが導入を予定しているものは、「年次有給休暇取得促進の取組」が10.2％、「育児休業制度の就業規則等での明文化」が9.7％、「年次有給休暇の計画付与（労使協定による）」が8.7％、「教育訓練休暇」及び「短時間正社員制度」が6.4％、「リフレッシュ休暇」が4.2％、「ボランティア休暇」が2.1％となっている。（表7－5）

　　表７－５　産業別及び規模別の休暇･休業制度の導入及び休暇取得促進の取組の状況（複数回答）
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調 査 計

5.5 4.2 1.6 2.1 7.4 6.4 51.5 9.7 22.9 8.7 22.4 10.2 14.2 6.4

　建 設 業

5.9 2.3 3.2 3.6 18.2 7.7 45.5 10.0 24.5 6.4 19.5 9.1 10.0 6.4

　製 造 業

5.1 4.0 0.5 0.8 4.6 7.0 53.5 9.1 22.0 9.7 26.3 9.4 17.5 5.1

　情報通信業

20.0 8.0 4.0 8.0 0.0 4.0 84.0 0.0 56.0 4.0 40.0 8.0 28.0 8.0

　運 輸 業

3.5 3.5 2.4 1.2 5.9 3.5 51.8 9.4 18.8 9.4 22.4 11.8 9.4 7.1

　卸売業,小売業

5.1 4.1 0.5 3.0 3.0 6.1 43.1 12.2 19.3 11.2 10.7 13.7 7.6 10.2

　金融業,保険業

28.6 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 71.4 0.0 57.1 0.0 71.4 0.0

　飲食ｻｰﾋﾞｽ業,宿泊業

0.0 5.9 0.0 0.0 2.9 2.9 41.2 20.6 5.9 5.9 2.9 5.9 2.9 2.9

　サービス業

5.6 6.7 1.7 1.7 7.8 6.7 59.2 7.8 25.1 7.8 30.7 10.1 20.1 5.6

　10～29人

4.4 4.1 1.4 2.3 8.7 6.7 42.6 11.3 22.6 9.3 19.4 10.9 9.9 6.1

　30～49人

4.4 4.0 1.8 2.2 5.3 7.1 51.3 8.8 18.6 8.4 19.9 11.1 16.8 7.5

　50～99人

8.3 5.6 0.7 0.7 4.9 5.6 80.6 5.6 31.9 5.6 34.0 5.6 22.9 6.9

　100～299人

18.4 2.0 6.1 2.0 6.1 2.0 93.9 4.1 20.4 10.2 42.9 10.2 38.8 4.1
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